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　　平成30年度第1回

村上市国民健康保険運営協議会
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　　　　　　平成30年5．月24日　

　　　　会場村上市役所5階第4会議室

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　多



　　　　　　平成30ギ度　第／h・1村上市岡民健康保険運営協議会

　　　　　　　　　　　　　　会議進行資料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L　時　　平成30年5月24日（木）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午前10日寺から

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　場　　村上市役所5階第4会議室

1開会　　　 信田課長

　　　　　　　　　　　　　次第1～8までの進行は信田課長

2　委嘱状の交付　　　　　副市長から代表者に交付

　　　　　　　　　　　　　代表者は名簿1番の佐藤和久委員

3挨拶　　　　副市長

4　出席委員数の報告　　　信田課長

　　　　　　　　　　　　　5月17日現在で欠席は、青山育美（いくみ）委員と長谷部善一

　　　　　　　　　　　　　委員の2名、委員定数ユ2名中出席委員数10名の見込み

5　委員及び職員紹介　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．＿資料1

　　　　　　　　　　　　　名簿順に佐藤和久委員から…言ずつ挨拶、その後職員も名簿順で

　　　　　　　　　　　　　自己紹介、名簿には無いが当日同席する勝見主任も最後に挨拶

6　事務局説明

　　・運営協議会に関する審議事項等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…一資料2

　　　　　　　　　　　　説明者1国保室高橋室長

7　会義録署名委員の指名　名簿1番の佐藤和久委員を指名

8　会長及び会長職務代行者の選出　（国民健康保険法施行令第5条）

　（1）会長　　　（事務局案）＿萱原室雄委員

　②会長職務代行者　＿1事務局案1　八藤後清委員

　　　　　　　　　　　　事務局案の承認後、新会長には会長席に移動してもらう

　　　　　　　　　　　　会長、会長職務代行者の順に一言ずっ挨拶

　　　　　　　　　　　　以降、会長に進行役を交代



9　報　告

　（D村上市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定（専決）

　　　　　　　　　　　　説明者：税務課建部課長

資料3

（2）平成29年度村上市国民健康保険特別会計補正予算（第4号）（専決）

　　　　　　　　　　　説明者：国保室高橋室長

資料4

（3）その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……資料5～7

　①国民健康保険広域化の概要について（資料5）

　　　　　　　　　　　参考資料としてA4版咽民健康保険の安定を求めて1を使用

　　　　　　　　　　　説明者1国保室佐藤副参事

②国保被保険者に関わる制度改革による変更点等について

　　　　　　　　　　小冊子「1からわかる国保のしくみ」を使用

　　　　　　　　　　説明者：国保室商橋室長

③平成30年度村上市国民健康保険特別会計予算の概要について（資料6）

　　　　　　　　　　説明者：国保室高橋室長

④村上市第2期国民健康保険データヘルス計画及び村上市第3期特定健康診査・特定

　保健指導実施計画について（資料7）

　　　　　　　　　　概要版（資料7）のほか計画書冊子を使用

　　　　　　　　　　説明者：国保室高橋室長

10　その他

　平成30年度運営協議会の開催予定は、本日のほか、11月k旬と1月下旬の2回を予定

　しています。なお、今後の状況によっては追加で会議を開催する場合があります。

　また、8月7日（火）に国保運協委員研修会（朱鷺メソセ）が予定されています。詳細が

決まり次第ご案内します。

　　　　　　　　　　　　説明者：国保室戸橋室長
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村上市国民健康保険運営協議会事務局名簿

Nα 所属 惨名 氏名

1
保健医療課 ：惨長

信田　和子
2 税務課 之課長

建部　昌文
3
保健医療課国保室 課長補佐 高橋　晃

4
保健医療課健康支援室 課長補佐 中村　和子

5
保健医療課国保室 副参事 佐藤　克也

6
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【関係法令等抜粋〕

国民健康保険法

　（国民健康保険事業の運営に関する協議会）

第十一条　国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより

　都道府県が処理することとされている事務に係るものであつて、第七十五条の七

　第一項の規定による国民健康保険事業費納付金の徴収、第八十二条の二第一項の

　規定による都道府県国民健康保険運営方針の作成その他の重要事項に限る。）を

　審議させるため、都道府県に都道府県の国民健康保険事業の運営に関する協議会

　を置く。

2　国民健康保険事業の運営に関する事項にの法律の定めるところにより市町村

　が処理することとされている事務に係るものであつて、第四章の規定による保険

　給付、第七十六条第一項の規定による保険料の徴収その他の重要事項に限る。〉

　を審議させるため、市町村に市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会を

　置く。

3　前二項に定める協議会は、前二項に定めるもののほか、国民健康保険事業の運

　営に関する事項（第一項に定める協議会にあつてはこの法律の定めるところによ

　り都道府県が処理することとされている事務に係るものに限り、前項に定める協

議会にあつてはこの法律の定めるところにより市町村が処理することとされてい

　る事務に係るものに限る。）を審議することができる。

4　前三項に規定するもののほか、第一項及び第二項に定める協議会に関して必要

　な事項は、政令で定める。

国民健康保険法施行令

　（国民健康保険事業の運営に関する協議会の組織）

第三条　法第十一条第一項に定める協議会（第五項において1都道府呆協議会」と

　いう。）は、被保険者を代表する委員、保険医又は保険薬斉獅を代表する委員、

　公益を代表する委員及び被用者保険等保険者（高齢者の医療の確保に関する法律

　（昭和五…卜七年法律第八十号。以下「高齢者医療確保法」という。）第七条第二
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　項に規定する被用者保険等保険者をいう。以下この条において同じ。）を代表す

　る委員をもつて組織する。

2　前項の委員のうち、被保険者を代表する委員、保険医又は保険薬剤師を代表す

　る委田及び公益を代表する委員の数は各同数とし、被用者保険等保険者を代表す

　る委慧の数は、被保険者を代表する委員の数の二分の一以上当該数以内の数とす

　る。

3　法第十一条第二項に定める協議会（以下この条において「市町村協議会iとい

　う。）は、被保険者を代表する委員、保険医又は保険薬剤師を代表する委員及び

　公益を代表する委員各同数をもつて組織する。

4　有町村協議会は、被保険者を代表する委員の数以内の数の被用者保険等保険者

　を代表する委員を加えて組織することができる。

5　都道府県協議会及び市町村協議会（次条及び第五条第一頑において「協議会」

　という。）の委員の定数は、条例で定める。

　（委員の任期）

第四条　協議会の委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任

　者の残任期間とする。

　（会長）

第五条　協議会に、会長一人を置き、公益を代表する委員のうちから、全委員がこ

　れを選挙する。

2　会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された委員が、その職務を

　代行する。

村上市国民健康保険条例

　（国民健康保険事業の運営に関する協議会の名称）

第2条　国民健康保険法（昭和33年法律第192号。以下「法」という。）第11条第2

　項に規定する本市の国民健康保険事業の運営に関する協議会の名称は、村上市国

　民健康保険運営協議会（以下「協議会1という。）とする。

　（協議会の委員の定数）

第2条の2　協議会の委員の定数は、次に定めるところによる。

　（1）被保険者を代表する委員　3人

＄



　（2）　保険医又は保険薬剤師を代表する委員　3人

　（3）　公益を代表する委員　3人

　（4）　被用者保険等保険者を代表する委員　3人

　（委任）

第3条　前2条に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、市長が別に定め

　る。

村上市国民健康保険運営協議会規則

平成20年4月1日　規則第105号

　　（趣旨）

第1条この棚「］は、村上市国民健康保険条例（平成20緋杜市条例節57号）第

　3条の規定に基づき、村上市国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）

　の運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（招集）

第2条　協議会の会議は、会長が招集する。

2　協議会に付議すべき事件は、会長があらかじめ委員に通知する。ただし、緊急

　やむを得ない理由のあるときは、この限りでない。

（会議）

第3条　協議会は、委員の半数以kが出席しなければ会議を開くことができない。

2　議事は、出席委員の過半数をもって決定し、可否同数のときは会長が決定する。

（書記）

第4条　協議会に書記を置き、会長の指揮を受け、庶務に従事する。

（会議録）

第5条　へ長は、書記に会議録を作成させなければならない。

2　会議録は、議事のてん末のほか、会長が必要と認めた事項を記載し、あらかじ

　め定めた委員が署名しなければならない。

　　　附　則

　この規則は、平成20年4月1fiから施行する。

魂



村上市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定（専決）について

【改正理由】

　地方税法施行令等の一部を改Eする政令（平成30年政令第125号）の公布（平成30

年3月31fi）、国民健康保険条例参考例の改正（平成30年4月1日施行）に伴うもの。

【改正内容】

（1）国民健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を58万円（現行駿万円）に引き

　上げる。（地方税法施行令の改正）

（2）国民健康保険税の軽減措置について、5割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得

　の算定において被保険者数に乗ずべき金額を27万5，　OOO　N（現行27万円）に、2

　割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者数に乗ずべき金

　額を50万円（現行49万円）に引き上げる。（地方税法施行令の改正）

（3）特例対象被保険者（非自発的失業者の国民健康保険税の軽減）に係る申請におい

　て、マイナンバーによる情報連携により把握できるのであれば、雇用保険受給資格

　証明書の提示が不要になることによる改正。（国民健康保険条例参考例の改正）

鰯



「別　記」

平成30年村上市条例第　号

　　　村上制囚民健康保険税条例の．祁を改正する条例

　村上市国民健康保険税条例（平成20年村ト「fi条例第62号）の一部を次のようにit　ELIする。

　第3条第2項ただし書中「54万円」を「tt　8万円」に改める。

　第ll条中「54万円」を「58万円」に改め、同条第2号中「27万円」を「2ア万5千円」に

改め、闘条第3rJ中「49万円」を「50万円」に改める。

　第il条の4の見出し中「届出」を「申告」に改め、同条第1項中「届出書」を坤告書」

に改め、同条第2項中「届出書を提出する場合には」を「申告書の提出に当たり」に、「写

しを添付し、又は1を「提示を求められた易合には、これらを」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

1　この条例は、『コJ支30年4月1日から施行する。

　（適用区分）

2　この条例による改正後の村上市国民健康保険税条例の規定は、L戊30年度以後の年度

分の国民健康保険税について適用し、平成29年度分までの国民健康保険税については、

　なお従前の例による。

霧
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躍民健康保険税の諜税限度額の見直し及び低所得者に係る国民健康保険税の軽減判定所得の見直し

1　入調の概哀

（国民健康保険税）
嚢　　　　　一．t＿t．、tt

1　国民健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を58万円（現行：54万円）に引き上げる。
R　国民健康保険税の減額の対象となる所得の基準について、次のとおりとする。
①5割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずべき金額を
　2フ．5万円（現行：27万円）に引き上げる。

②2割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずべき金額を
　50万円（現行：49万円）に引き上げる。
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資料4

平成29年度国民健康保険特別会計補正予算（第4号）（専決）にっいて

歳入 （
　
　 桓イ立　 ：　　千　 ト：『　）

款 項 補正前の額 知正額 斗 説明

／国民健康保険税

　　　千円

U29，6］3

　　「円

56，505

　　　干円

1，／86，U8

］．国民健康保険税 1，129，613 56，505 ］，186，118 一般分6D，365、退職分△3β60

4国庫又1途 王，558，958 △84，673 L474，285

1国庫負担金 1．091β40 △79，912 1，011，928
療養給イ］費等負担金△7卿57

高額医療費共同事業負担金△9，619

特定健診等負担金△236

2霞庫補助金 467，118 △4，761 462β57
普頴調整交付金△35β57
特別。周整交付金30．596

6前期「。i齢者人付金 2，153，730 △28，741 2．124β89

王前期高齢者交付金 2，］53，730 △28，741 2，124，989 戸亡期高齢者交行金△28，乃1

7県支出金 350，764 △28338 322，426

1県負担金 54，127 △9β55 44，272
菖額医療費辻伺事業負担金△9，619

碕定健今等負ね金△236

2只袖助金 296，637 △18，483 278，154 基準交付金△］5渇82、支援交付金△2β田

9共同事業交付金 1，818，490 △208，409 1，610，08］

1共同事業交付金 1β18，490 △20．8，409 1，61G，08／
高額医療費共同事業交付金△33、155

保険財政共℃安定化事業交付金△175，254

11繰入企
521，283 △21，000 500，283

2基金繰入金 21，000 △21，000 0
国民健康保険給付等準備基金繰入金△2ユρ00

12繰越金
90，548 162，956 253，504

1繰越金 9G，548 162，956 253β04 前年度繰越台62，956

歳入合言K歳入全体の合計） 7，768，600 △15］，700 7，616，900

歳出

款 項 補茱前の額 補：iE額 計 説明

7共同事業拠出金

　　　千阿

1，709，283

　　　　．τ日

△151，527

　　　千円

1，557，756

］．共同事業拠出金 1，709，283 △151，527 1，557，756 高額区療費拠砕金△38，473
｛呆険財政共同安定イヒ議業拠出金△113，054

8保健事業費 64219
△47 64，172

／保健事業費 64，2］9 △47 64，172 ごみ・危険物等収集処理委て料△47

正2予備費 9β06 △126 9β80

／予備費 9，806 △126 9，680 予ケ費△126

歳出合計（歳出全体の合；D 7，768，600 △15］，700 7，616，900

※合計には、今回補亡していない数tgをP；んでいkすe

＄



国民健康保険広域化の概要

了国．民健康保険運営のしくみ

議覧麟舞謬欝羅騰鞭㌶蟻摯霧纏携麟織㌣

H29年度まで
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

／（市）

i　（町）

＼．cプWh＿ll

ご．＿璽㌶腰欝
　　’

／一一s ＼　　　市町村は事業納
1
　　　　　　＼　　付金を県に納付

　　　　　　x　　　　∨＼　　　　　　　、　　　、　　‘一・へ
　　　　　　　づ〔＼．一覧．ノ

　県国保蓮営方蚕

（県内の統一的方針｝

　　　　　　　　　　　～　　　　　　　’
一一＾『一サー＾一一〕 ，一一一一一一一一一一一一一一一→≒一一一一一一一一＿＿F－一．，＿＿＿＿ン

1市町村の役害匪】

資格管理　’保険給付

・ 保険税の賦課・徴収
・保健事業の実施

〔埠の役割】

財政運営責任
・ 市町村ごとの納付金算定・決定

市町村ごとの凛準保険料率の提示

2固民健康保険財政安定化のしくみ

（1）公費による財政支援の拡充

…警こ鷲欝瓢章騒識1；届鞠禮緊鷲覧㌶蹴；鷲鱈二

龍樫噸から嚇支援はり・国蹴繍一願・蜘・・蹴嚇濃艦滅・

②国民健康保絵事業費納付金制度

．鷲鷹纏鷺競浮給頒・所得繊繊嚇繊購・嚇・込みぽ・・
また県は市町村が俣険耐欝1こ渡な費用の舗を前村へ交付します．

〔3｝新潟県国民健康俣険財敵安定化基金

，瓢駕三鴛蘂袈禁葦譲1蠕㌘繊た験・・濾す・・政號化鐙噸微
平成35年度までの特刻として、県は保険税の激変緩和措置などの資金に充てることができるとしていますtt

「≡コ
平成3D年5月24日
第］回国保違営協議会資料

．、q新項纂にま9ける国民健康保険の広域化

　（1）新潟県国民健康保険運営方針の策定

，麗響蓑㌶雑［鷺の事撚灘識を担実蹴・・もに・櫛・繋・蝋酬・

、㌶㌶縷講嘉竃i鷺資格鯉保険品聯欄拠蹄こ関す・嚇魍

②標準保険料（糊率の算定

県が市町村へ提示する標準保険科（税）率は、次の方式により算定します。
【村上市においては変更なし】

区分 医療給付分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

3方式 2方式 2方式

標準保険料（税｝率
所得割 所得割 所得割

均等割（被保険者数） 均等割被保険者数） 均等割（被保険者蜘

平等割（加入世帯数〕

（3｝新潟県における主な事務統一

圏保険料（税｝攣

瑠嶽㌶鍵㌶難金を蹴1設艦竃蹴漂欝繊・率・参

29年度まで

見直しサイクル 必要に応じて見直し
　
鶴
年
度
‘

標準保検料（税｝率
一

4月に暫定賦課として3回の納期で鋲課　（前々年中の所得で仮の賦課）

保険籾．（税）賦謀方式

7月L確定賦課として9日の納期で賦
課
（醜年中の所得で賦課）

　4月の仮算定による仮徴取は継続

’　7月に年間保険料（税）として、翌年3月までの9回の納堤で浜定し、賦課

法定外繰入 市町村（保険者）判断による 国は段階的に削減を目指している

閲被保険者証

葵髪蜜貧1繊癒驚綴霊犠㌶≧蕪認砦螺の扇惣篇㌶愁野証

量罐魁漂灘灘灘　欝霊㌶灘礒瓢混こ董語が・楓た

9



4国民健康保険広域化③予建（平成30年度） ※今後、変更になる揚合があります

国 県 市

4月～　納付金一定等に係る検討

5月　連携会．　県及び．町寸課長 1等ノ制jffの変更点寺の1駒

5月　市運鴬協議会
　　　専決補正報告等

7月　　県趣念プ1議芸

　　　当初予算等の報告

9，月　連芳ミ議平b3／．ヱ事巾費納寸金の7．定力法等についてEノ明

間　　　H3］牛度鱈のr訪顕反糸致等侠

」
さ
（

1」

12月　議会仮騨定絡果報告tti

校3］年僕票業納マ乙、爪準‘爪⊇エゴ』1用率権短〔本♂鍬等，E　）

2月　議≡予昇蕃議

H3ユ年度保険料〔税）碓定

H3］年度予算編成
市運倉協議会
保険税率、予算案泰議

3月　藷会予具蕃議

5保険料（税）率決定プロセスの変更

29年度まで
．

現行〔蠣化紛　　　　　寸

市 ・　　｛　　市　　一

歳出

保険治付費を見込む・保健与業費、前期高齢者納飼

全等、保険給付以外の歳膨を

見込む

・ 環会体の保険給fづ費を見込
む・市珊］村ごとの事素葺納恒金を

算定し、提示する

保験絵出費、保健事業奏等、『・

事業費納付金以夕Lの歳出を兇
込む

歳入

保険税奴人を見込む・司庫負担会、県支出企等の公

費の厳入を見込む

保険給付斐筆、市町村への交
付金を提示する

．

・

歳出額に対して必要な保険薇収入を見込む

税蒸
決定

保険税⇒を庚定する 市町村ごとの標進保険〕川秘在を提示する

標準保ぽ料（税）≡を参考に一

保険税辛を決定する

］0

6．国民健康保険特別会計の変更

〈歳入〉

繰入金

5億円

E5％

その舷

02僚F］

03％

　　　ゴウ．ff

県支品金Fジ

35億P］

fi　5％

平成3咋震当初予算・：、豹6堰

療給交付全

　13億円

　1フ％

〈歳入〉

難灘

慾変

ぎ／

t”St

繋

囲変更合

司底支出金、荊斯高齢晋交付金は県か直接収入する
＃’．1「・己業交付乞J燈止

俣険給付に必芸7浦長は、県支江金、LLて支払わ11．る

〈歳出〉

　その能＿一．＿

　2z億苅
　　？9％

共同事業拠出金
　コ7｛意円t・

　　22．工％，

後，

菩文
力億博

100％

〈歳出〉

畷変tt点

後期高齢吉支栃会、介議納付金、前期高齢者納付舎
は、県ル迂接支出するlte／fl．くなる

づtl六ぽ竺拠出金は廃ll．

保険給イi脅以外は、、まぼ毒業費継付会として県へ納
付丁こ



平成30年度国民健康保険特別会計の概要（1）

　　【予算額】

　㊥30年度　　6，084，000千P］　　⑲29年度

　⑭増減額　　△G，584，000干円（△207％）

7，668，000干円

【予算の概要〕

　制度改正により本格運用となる平成30年度の国民健康保険特別会計の主な歳入は

国民健康保険税1，068，647千円、県支出金4，531，666干円を計上しました。

　主な歳出は、保険給付ee　4，440，409干円、国民健康傑険事業費納付金1，444484

干円、保健事業ew　64，084午円を計上しました。

　制度改革による県単位化に伴い、国保財政運営の安定化が期待されますが、被保険者

数が減少している中で医療費が増嵩傾「自にある厳しい状況下であることから、保健事業

の拡充や医療費通知業務等の実施により医療費の適正化に努めていきます。

〔主な事業】

○特定健診・特定保健指導事業

　糖尿病等の生活習慣病をはじめとする疾病の発症や重症化の予防を目的に、特定健診

の充実と効果的な保健指導等を実施します。

○人間ドック健診事業

　生活習慣病等の疾病の早期発見、早期治療を目的に健診機関に委託して実施します

○湯っくり・湯iったり事業

　身体機能回復、健康増進を目的に温泉入浴助成事業を各事業者に委託して実施します。

○働部事籍呆健罐難　　玄　　　　　　　1
働習慣鳴及促着や生活習慣病の予障を目的罐康運動鵬士による運動錯1

等の保庭業嫉施します・　　　　　　　　　　　1
0インフ肛ンザ剛髄臓　　　　　　　　　　1
高粧までの子・もに・虹インフルX。ザ予臓、難鍵職砿鳳び［

　重症化予防を行います。

［
10医療費通知及びジェネリック医薬品利用差額通知事業

［医療灘への適正受診の醗とジ・ネU・ク医瓢の難による罐劃制の弓靴を

1図るため、引き続き県国保連合会に通知書の作成を委託し、被保険者に通知します。

1　　　　　．　　　　　　　　　　　　」

ゑ黒



平成3◎年度国民健康保険特別会計の概要（2）

1　予算総額　前年度比　△1，584，000千円（△20、7％）

2　前年度から大幅減となった主な理由

（1）　制度改革により保険給付費に対する国負担金や前期高齢者交付金等の交付先が

　　市から県に移行し、代わりに給付に必要な財源として県から普通交付金が交付さ

　　れる仕組みとなったこと

（2）　国保連合会が行っていた高額医療費の共同事業が廃止されたこと　　など

国民健康保険

業費納付金

4　保健事業費

64，084千円

　　1．1％

保険給付費
，440，409千F弓

　フ3．0％

12



】
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平成30年度国民健康保険特別会計予算の概要（3）
歳　　入

（単位．千円、％）
　　　　　　　款・一．

平成30年度 平成29年度
刊30　（H29）1

増減額 増滅率 備　　考

1　1（］）国民健康銀険税 1，068，64フ 1，129，613 △60β66 △5．4％ 一般分△36」12千円（△3．3％）、退職分△24，854千円（△57．3％）

2　②1分担金及び負担金 4，928 8，075 △3日47 △39．0％ 特定健診一部負担金（心電図、眼底検査を無償としたための減）　　　　　　　　　　　　　　　一
3　1〈3）1使用料及び手数料 700 800

△100 △12．5％ 国民健康保険税督促手数料
4　（4）i国庫支出金 50

1，558，6］3 △1，558，563 △10α0％ 災害臨時特例補助金（左記以外の療養給付費等国庫負担金等の交付先が県となったための減）
1（5）：療養給付費等交付金 0

125，125 △125，125 皆減 交付先が県となったため皆減

⑥　前期高齢者交付金 0 2，］53，730 △2，f53，730 皆減 交付先が県となったため皆滅
　‘5　（フ）県支出金 4，531，666 350，764 4」80．902 1．］9丁9％ 保険給付費の財源となる保険給付費等交付金（普通交付金分）4、417，704千円による増

（8）連合会支出金 0 1
△1 皆減 科目廃止

　．（9）共同事業交付金 o
1β18，490 △1β18，490 皆減 事業廃止に伴い皆減

6：（10）悌産収入 10 10 0
0ρ％ 基金利息収入

プ（削1繰入金 466，791 5丁工574 △44783 △8．8％ 保険基盤安定繰入金や基金繰入金等の減

8　（②…繰越金 2 2 o
0．0％

gi⑬麟収入 11，2G6 1毒，203 3
0．0％

歳入合計 6，084，000 7．668ρ00 △｜，584，000 △20．7％

歳　　出
（単位：千円、％）

款

H30　（H29｝
平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
備　　考

1　（パ総務費 日2β89 112，141 748 0．ア％

2　②．保険給付費 4，440，409 4．680β40 △240，23可 △5．1％ 県から示された保険給付費総額と同額（被保険者数の減により滅額）
1（3）1後期高齢者支援金等 0

765，2G6 △765，206 皆減 支出元が県となったため皆減（国県負担分を除いた費用が、県へ納入する事業費納付金に含まれる）
：　　‘（4）前期高齢者納付金等 o

2，854 △2，854 皆減 支出元が県となったため皆滅
　　　　　． 0 20

△20 皆減 29年度をもって終了
‘（6い介護納付金 o

312．5珂 △312，514 皆減 支出元が県となったため皆減（国県負担分を除いた費用が、県へ納入する事業費納付金に含まれる）
1（7）1共同事業拠出金 0

1，709，283 △望、709，283 皆減 事業廃」上に伴い皆減
　．

3　　　国民健康保険事業費納付金

　1

t444，484 o
11444，484 皆増

県から示された事業費納付金の額と同額・医療給付費分973，367，946円（一般963，23〔／50D円、退職10，137，446円）・後期支援金分353，0511781円（一般3481804916円、退職4．246β65円）・介護納付金分W8ρ62，拍3円（退職区分なし）

41（8）保健事緩 64．084 63，430 654 t〔｝％ 特定健診委託料等の増

5　（9）基金積立金 11
］1 o 0．0％

6　（倒1公｛韻 200 200 0
0．0％

7i働麟支出金 ／L923
111701

222i

］．9％

　　　　石8　02）1予備費 茎0β00 10，000 Gi　o．o％

歳出合計 6．084ρ00 7，668，000 △｜，584，000i△20．7％



村上市第2期国民健康保険データヘルス計画

村上市第3期特定健康診査・特定保健指導実施計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【概要版】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H30．03
1　基本的事項

〔データヘルス計画】

　　レセプト等のデータの分析と、それに基づく加入者の健康保持増進のための保健事業の実施計画

　　（根拠指針1国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針）

　生活習慣病対策をはじめとした、被保険者の健康増進及び疾病予防について効果的かつ効率的な

保健事業を展聞することにより、医療費の適正化を図ることを目的とする。

【特定健康診査・特定保健指導実施計画〕（以下「特定健診等実施計画D

　生酉1賄予防のための特定健康診査特定保健指導似下階定健診等」）の実施計画

　　（根拠法令：高齢者の医療の確保に関する法律）

　生活習慣病の予防対策により、重症化や合併症の発症を抑え、被保険者のQOL（生活の質）の

維持及び医療費の伸びの抑制を図ることを目的とする。

【計画の策定方針・期間】

　特定健診等は保健事業の中核をなすものであることから、両計画が最終年度を迎えるにあたり、

一体化して策定するものとする。期間は平成30年度から平成35年度までの6年間。

2　第2期データヘルス計画

【前期計画の評価・考察】

　被保険者数は減少しているが、一人当たり医療費は増力日傾向。特に入院費が高く、県平均を上回

　っている。

　重症化予防に取り組んだ疾患については、虚血性心疾患の有病者の割合は増加傾向にあり、脳血

管疾患と糖尿病性腎症は横ばいで推移。いずれも基礎疾患に高血圧を有している割合が高い（7割

超）。脳血管疾患は64歳以下が増加傾向にある。

　基礎疾患に関しては、糖尿病、高血圧、脂質異常症ともに有病者の割合が増加傾向にあり、特に

高血圧有病者が多い。健診結果では特にHbAlcの有所見者が多くみられる。

　特定健診受診率は横ばいで推移しており、年代別には40歳代と50歳代が他の年代と比較して低

い。未受診の理由に「かかりつけ医等で定期的に検査」と回答した人が半数以上いる。

【健康課題】

○高血圧や糖尿病の減少を中心とした、脳血管疾患、虚血性心疾患、糖尿病性腎症の重症化予防の

　取り組みの強化

040歳代、50歳代の特定健診受診率の向上

【第2期計画の目標設定〕

○「脳血管疾患」「虚血性心疾患」「糖尿病性腎症による透析患者数」の減少

○「高血圧」「糖尿病」「脂質異常症」の有病者の増加抑制

Olメタボリックシンドローム該当者・予備群」の減少

○「特定健診受診率」60％、「特定保健指導実施率」65％

R羅



3　第3期特定健診等実施計画

【目標値の設定】

1平成3G⇒轍・・鞭』32年度 轍・3簸 ∈・4年叶成・唯
糎診受診率 「44％　47％1 54％1　57％1 60％

特定保健指導実施率　1　　55％1　　　　　、57％工 1 6司
6
3
∋
　
［ ．＿幽

【対象者数の推計】　40～74歳の国民健康保険被保険者が対象
hボ

平成30年度 平成3T年度 平成32年度 轍33年劇平成3砕凶 平成・5年司

特定健診 ］0，86フ人 10，065人 9，337人 8β76人
1

8，074人　　7，527人

特定保健指導 688入1　699人
・2劃

73］人 撒39川　745△」
…w 一

〔特定健診等の実施内容〕

○特定健診：法定項圏に加えて本市独自の項目により実施

○特定保健指導：厚生労働省「標準的な健診・保健指導のプログラム1に沿って実施

4　保健事業の内容

【重症化予防の取組】

対象疾患 選定基準 評価指標 実施方法等
（ア）糖尿病性腎症

（イ）虚血性心疾患

（ウ）‖肖三五管疾患

糖尿病有病者で

・①医療機関未受診者

②医療機関受診中断者

③治療中であるがコントロ

　ール不良者

①心電図検査においてST

　変化所見のある者

①心電図検査において心房

　細動所見のある者

②口度・斑度高血圧の者

①受診勧奨対象者へ

　の指導率1②医療機関受診率
③医療機関未受診者

　への再指導率

④保健指導対象者へ

　の指導率※

⑤介入前後の検査値

　の変化を比較※

※④⑤のみ、（ア）（ウ）の

　疾患に対する指標

・対象者に応じた受診勧奨及び

保健指導を実施

具体的な指導方法は、訪問を

中心とした1固別指導や電話、

手紙等による

・疾患に応じた管理台帳を作成

して進捗を管理

必要に応じて医療機関や地域

包括支援センター等と連携

評価は、管理台帳を基に健診

データや｝くDBシステムを利

用して、年1回実施

【ポピュレーシmンアプm一チ】

　地域における生活習慣病予防のために、科学的根拠に基づいた惰報の発信等を実施していく。

5　地域包括ケァに係る取組

　地域包括支援センター等と連携し、高齢者の暮らしに関する課題などの議論に国保保険者として

参加するとともに、医療・介護・保健・福祉など各種サービスが相まって高齢者を支える地域包括

ケアの視点に立って、保健事業を展開していくものとする。

6　計画の評価・見直し

　　3年目の平成32年度に中間評価、見直しを行い、平成35年度に目標達成状況を評価する。

7　計画の公表・周知

　　木一ムページや広報誌を通じた周知のほか、医師会等を通じて市内医療機関等に周知を図ってい

　くこととする。

蕊難


